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船橋市総合計画策定支援業務に係るプロポーザル実施要領 

 

１．業務の目的 

市の政策目標を示し、それを実現するための施策や事業を関連づけて総合的・体系的に

とりまとめた計画である船橋市総合計画が平成３２年度で期間満了となる。 

船橋市総合計画は、「基本構想」・「基本計画」・「実施計画」から構成されており、平成３

３年度を初年度とする新たな総合計画では、「基本構想」及び「基本計画」を策定する。 

 次期総合計画の策定にあたっては、社会情勢や本市の抱える課題の整理、現行計画の検

証、幅広い市民意見の取り入れなど、数多くのデータ収集や多様かつ高度な分析等が必要

であることから、策定支援業務を委託するものである。 

 

２．業務の概要 

（１）業務名   船橋市総合計画策定支援業務 

（２）業務場所  船橋市役所ほか市指定場所 

（３）業務内容  別紙「船橋市総合計画策定支援業務委託仕様書」による 

（４）履行期間  契約締結日から平成３３年３月３１日まで 

 

３．プロポーザル方式により受託候補者を特定する理由及びプロポーザル方式の方法 

 価格のみによる競争では「１．業務の目的」を達成することが困難であることから、業

務に必要な分析力と企画力を有し、優れた提案を行う事業者を受託候補者として特定する

ことが可能であるプロポーザル方式を採用する。 

 また、多くの事業者からの提案を受け、より良い事業者を特定するため、プロポーザル

方式の方法は公募型とする。 

 

４．事業スケジュール 

（１）公募開始 平成３０年４月 ６日（金） 

（２）質問書の提出締切 平成３０年４月１２日（木） 

（３）質問書に対する回答 平成３０年４月１８日（水） 

（４）参加申込書の提出締切 平成３０年４月２７日（金） 

（５）参加資格確認結果通知 平成３０年５月 １日（火） 

（６）提案書等の提出締切 平成３０年５月１１日（金） 

（７）１次審査（書類審査）結果通知 平成３０年５月１７日（木） 

（８）２次審査（プレゼンテーション） 平成３０年５月２３日（水） 

（９）審査結果通知 平成３０年５月２４日（木） 

 ※ただし、各実施日については、事務上の都合により変更できるものとする。 
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５．参加資格・参加申込方法等 

（１）参加資格 

  次に掲げる事項をすべて満たすものとする。 

  ① 本市において業務委託の競争入札参加資格を有していること。 

② 地方自治法施行令第１６７条の４第１項各号に該当する者でないこと。 

③ 参加申込書の提出期限から受託候補者の特定までの間に、船橋市建設工事請負業者

等指名停止措置要領による指名停止、船橋市建設工事等暴力団対策措置要綱による

指名除外及び船橋市入札参加有資格者実態調査実施要領に基づく入札参加停止措置

を受けていないこと。 

④ 過去１０年以内（平成２０年度から平成２９年度）に、地方公共団体における総合

計画の策定支援業務を元請として携わった実績を有していること。 

 

（２）参加申込方法 

  ① 提出書類（各１部） 

   ・ 参加申込書（様式１） 

   ・ 企業の概要が確認できる書類（任意様式、パンフレット可） 

   ・ 業務実績表（様式３） 

     ※過去１０年以内に地方公共団体における総合計画の策定支援業務に携わった 

実績について、記載すること。 

  ② 提出方法（持参のみ。郵送等、他の方法による提出は認めない。） 

   ・ 提出場所：船橋市企画財政部政策企画課（船橋市役所９階） 

   ・ 提出時間：９時から１７時まで（土曜日、日曜日及び祝・休日を除く。） 

  ③ 提出期限 

    平成３０年４月２７日（金）１７時まで【必着】 

 

（３）参加資格の確認結果について 

  参加資格確認結果については、平成３０年５月１日（火）に参加申込書に記載された

所在地宛てに、文書にて通知する。 

（参加申込書に記載されたメールアドレス宛に、電子データを別途送付する。） 

 

６．提案限度額 

 ￥３７，０３７，０００円（消費税及び地方消費税を含まない。以下同じ。） 

※ この金額は、契約時の予定額を示すものではなく、事業の規模を示すためのもの

である。なお、各年度の年割額の限度額は、次のとおりとする。 

   平成３０年度    １２，５００，０００円 

     平成３１・３２年度 ２４，５３７，０００円（２ヵ年の合計額） 
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７．評価方法及び評価基準 

本プロポーザルについては、船橋市総合計画策定支援業務事業者評価委員会が、別に

定める「船橋市総合計画策定支援業務事業者評価基準」に基づき評価を行い、当該業務

に最も適した提案を行ったと認められる提案者を選定する。 

なお、１次審査（書類審査）合格者は上位３者以内とする。１次審査の結果について

は、平成３０年５月１７日（木）に参加申込書に記載された所在地宛に文書にて通知す

る。（参加申込書に記載されたメールアドレス宛に、電子データを別途送付する。） 

※詳細は別添「船橋市総合計画策定支援業務事業者評価基準」参照 

 

８．質問及び回答 

（１）質問方法 

  質問書（様式２）に記入のうえ、政策企画課宛て電子メールで送付すること。 

   アドレス： seisaku@city.funabashi.lg.jp 

  ・ 送信件名は、「船橋市総合計画プロポーザル質疑」とすること。 

  ・ 送信した際は、政策企画課（047-436-2057）に電話し、受信確認をすること。 

  ・ 評価等に影響を及ぼすおそれがある質問（参加事業者数、参加事業者名、評価委員 

等）についての質問は受け付けない。 

  ・ 提出期間 平成３０年４月６日（金）から平成３０年４月１２日（木）１７時まで 

 

（２）質問への回答 

  質問及び回答内容は、市ホームページに掲載する。 

  （質問が無かった場合は、その旨を掲載する。） 

  なお、回答に対する再質問は、受け付けない。 

  ・ 掲載予定日 平成３０年４月１８日（水） 

 

９．提案方法等 

（１）提案書類について 

  ① 提出書類 

・ 提出物チェックリスト 

   ・ 提案書鑑文（様式４） １部 

   ・ 提案書（正本）    １部（提案書鑑文と一緒に綴じること） 

   ・ 提案書（副本）   １４部 

     

   ～ 提案書の構成 ～ 

    Ⅰ 提案書表紙（正本：様式５－１）（副本：様式５－２） 

mailto:seisaku@city.funabashi.lg.jp
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    Ⅱ 目次（任意様式） 

    Ⅲ 提案内容（様式６－１から６－５を用い、両面印刷で１０枚（２０ページ）以

内） 

     ・ 記載欄については、適宜拡大することができる。 

    Ⅳ 業務実績表（様式３） 

      ※参加申込時に提出したものと同じものを添付すること。 

Ⅴ 業務体制表（様式７） 

    Ⅵ 業務スケジュール案（任意形式、３ページを限度とする。） 

    Ⅶ 見積書（任意形式） 

     ・ 各年度毎に記載すること。 

・ 追加提案した業務を含め、業務遂行に必要となる全ての作業項目及び経費を

見積もるものとし、人工・回数・単価等が分かるようにすること。 

     ・ 本体価格並びに消費税及び地方消費税の額を明記すること。 

Ａ４縦フラットファイルに左綴じ、文字は 10.5ポイント以上の横書きとする 

こと。 

提案書全体を通じて、事業者名が出ないようにすること。 

Ⅲ以降は、ページ下部に通しページを付すること。 

② 提出方法（持参のみ。郵送等、他の方法による提出は認めない。） 

   ・ 提出場所：船橋市企画財政部政策企画課（船橋市役所９階） 

   ・ 提出時間：９時から１７時まで（土曜日、日曜日及び祝・休日を除く） 

  ③ 提出期限 

    平成３０年５月１１日（金）１７時まで【必着】 

 

（２）プレゼンテーションについて 

  ① 実施場所  市役所本庁舎 

※１次審査（書類審査）の結果通知時に詳細を連絡する。 

② 実施日   平成３０年５月２３日（水） 

③ 出席者   １者３名以内とする。 

④ 実施時間  １者６０分を目安とする。 

（プレゼンテーションを３０分以内で行い、以後質疑応答を行う。） 

⑤ 説明者   本業務を受託した際の担当責任者が行うこと。 

⑥ 説明資料等 説明は、提出した提案書に記述された文章、図、イラスト等の範   

囲内で行うこととし、追加資料の配布や使用は一切認めない。 

⑦ 貸出物品  机・椅子・電源・スクリーンとする。 

それ以外の物品については、参加事業者の負担において用意すること。 
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（３）その他 

  提出された書類は返却しない。また、提出された書類の訂正・差し替えは認めない。 

 

１０．評価結果の通知について 

  審査結果については、参加者全員に書面にて通知する。 

 

１１．結果の公表及び方法 

 審査結果は、市ホームページに公表する。公表する項目は、評価項目・点数配分・参

加事業者名・採点結果とする。ただし、受託候補者以外の参加業者と採点結果は対応さ

せない。 

（参加業者が、２者の場合にあっては、採点結果のみ公表し、参加業者名は公表しない。） 

 

１２．失格要件 

  次に掲げるいずれかに該当した場合には、失格とする。 

① 参加申込書又は提案書類について、提出期限を過ぎて提出された場合 

② 提出書類に虚偽の記載があった場合 

③ 提案限度額を超えた見積を提出した場合 

④ プレゼンテーション開始時間までに会場に来なかった場合 

⑤ 審査の公平性を害する行為があったと市が認める場合 

⑥ その他船橋市総合計画策定支援業務事業者評価委員会又は市が不適格と認めた場 

  合 

 

１３．プロポーザルの辞退 

  参加申込書の提出後、本プロポーザルを辞退する時は、辞退届を提案書等の提出締切

日までに持参または郵送（必着）にて提出すること。なお、様式については、辞退の意

向が示された時に提示する。 

 

１４．その他留意事項 

① 本プロポーザルに係る費用については、すべて事業者負担とする。 

② 受託候補者と特定されたことをもって、契約締結は確定しない。特定した受託候補

者と協議を行い、必要に応じて仕様書を修正し、契約仕様書を確定させた後、見積

合せを行い、契約書の取り交わしをもって契約成立となる。また、提案内容が全て

契約仕様書に盛り込まれるわけではないことに留意すること。 

③ 参加事業者が１者であっても、評価を行い、受託候補者として適当でないと認めら

れる場合には、受託候補者と特定しないことがある。 

④ 本プロポーザルにおいて提出された提案書等の書類は、船橋市情報公開条例（平成
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１４年船橋市条例７号）の規定に従い、開示請求の対象となる公文書となることに

留意すること。 

 

 

１５．プロポーザルに関する連絡先 

船橋市役所 企画財政部政策企画課総合計画係 

  電話番号  ０４７－４３６－２０５７ 

  ＦＡＸ番号 ０４７－４３６－２０５８ 

  Mail seisaku@city.funabashi.lg.jp 

 

附則  

（施行日） 

 この要領は、平成３０年４月６日から施行する。 

（失効日） 

 この要領は、本業務委託契約締結の日をもって、その効力を失う。 
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